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政府を挙げたスマートシティの推進体制

Ｚ

 世界各地でスマートシティの取組が進む中で、我が国が取組の先導役を果た
していくためには、関係府省が連携して、官民の知恵やノウハウを結集すること
が重要。

 総合イノベーション戦略推進会議の下で、政府一丸となって、スマートシティの
取組を推進。このため、内閣府、総務省、国交省の３府省中心に、官民連
携プラットフォームを設置。

〇関係府省の連携（役割分担）（イメージ）

スマートシティに関する
国際連携・協力

多国間及び二国間のプロ
セスにおいて
・各国の成功事例
・データ連携基盤の基本的
考え方等の知見の共有

〇官民の連携（スマートシティ官民連携プラットフォーム）

〇スマートシティの国際展開

ダボス会議（世界経済フォーラム総会）：世界の政財界要人等の集まる意見交換の場
B20（Business 20） ：G20各国の経済団体トップ等による会合
U20（Urban 20） ：G20各国の主要都市による会合

【スマートシティに関する国際的な議論の流れ】

→ スマートシティの取組
を主導

※【内・地方】内閣府地方創生推進事務局
【内・科技】内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）

【総】総務省 【国】国土交通省

3月1月 5月 6月 秋以降

ダボス会議 B20 U20

G20デジタル
経済・貿易
大臣会合

G20
首脳会合

スマートシティ／スーパー
シティフォーラム2019

2019年

アジア・スマート
シティ会議

ASEANスマートシティ
ネットワーク
ハイレベル会合

石井国土交通大臣が「グローバ
ル自動運転・都市交通カウンシ
ル」に共同議長として参加

国交省主催

【プラットフォーム概要】
会 員：関係府省、国交省・総務省事業に提案を行った自治体・企業・研究機関等
取組内容：① モデル事業等の効果的な推進 ② 自治体・企業・研究機関等の間のマッチングの支援

③ 分科会開催 ④ 普及促進活動
事 務 局 ：内閣府、総務省、国土交通省

 関係府省、自治体及び企業・研究機関等から構成されるプラットフォームを構築し、官民連携してスマート
シティの取組を加速
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クルマのICT革命

○設計製造から使用過程に亘る安全確保の制度の検討

※2 総務省「労働力調査」
（平成27年）

自動運転が実用化されることにより、
安全性の向上、運送効率の向上、新
たな交通サービスの創出等が図られ、
大幅な生産性向上に資することから、
自動運転の実用化に向けた取組とし
て、ルールの整備やシステムの実証
等を進める

【①ルールの整備等】

今後の目標・工程

課題・背景
交通事故の96%が運転者起因、地方部を中心に移動手段が減少、トラックドライバーの約4割が50歳以上

施策概要

○自動運転車両の国際基準の策定

【②システムの実証等】

○ラストマイル自動運転による移動サービスの実証
○都市交通における自動運転技術の活用方策
に関する検討

○中山間地域における道の駅等を拠点とした
自動運転サービスの実証

○トラックの隊列走行による移動サービスの実証

※1 法令違反別死亡事故
発生件数（平成29年）

※1 ※2

○自動運転に対応した道路空間の基準等の整備 ○安全運転サポート車(サポカーS)の普及促進

高度な自動運転の2020年目途の実用化に向け、「国土交通省自動運転戦略本部」における「自動運転の
実現に向けた今後の国土交通省の取り組み（2018年12月）」を踏まえ、上記取組を推進する

日本版MaaSの実現により、移
動に対するストレスを無くし、
あらゆる地域のあらゆる人が
移動しやすい豊かな社会の実
現を目指す

日本版MaaSによる移動しやすい社会の実現

今後の目標・工程
【2019年度】
• MaaSの実施に関する都市部・地方部等での実

証実験を支援。得られた知見をもとに、
 サブスクリプション（定額制）等の運賃・料

金の柔軟化手法の導入に向けた課題を検証
 地域特性に応じた新たなモビリティサービス

の導入方法をとりまとめ 【2020年度以降】

• MaaSの全国展開を進め、2023年度までに
全ての都道府県でのMaaSの実現を目指す。

• 異なる事業者間でのデータ交換に関する標準
ルールの策定

目指す姿
日本全国で、ドアツードアの移動や目的地を含
めた検索・予約・決済が、スマートフォン等を
使用してワンストップで行えるようにし、乗り
換え抵抗の低減等のインフラ整備とも連携した
「日本版MaaS」の早期実現を図る

『ユニバーサルなMaaS』（MaaS相互の連携）
『高付加価値なMaaS』（移動と多様なサービスの連携）
『交通結節点の整備等まちづくりと連携したMaaS』

日本版MaaS

※MaaS・・・Mobility as a Serviceの略。
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グリーンスローモビリティの推進

高齢者の安全・安心な足の確保、観光客の利便性の高い周遊手段の確保等を
図るため、環境にやさしいグリーンスローモビリティの普及を推進

・2020年度までに全国50地域で実装を実現
・2025年度には全国的な定着を目指す

グリーンスローモビリティ

電動で時速20㎞未満で公道を走る
4人乗り以上のモビリティ

 地域の様々な事情に合わせて活用場面を考えら
れる「低速の小さな公共交通」

 ゆっくりな移動を楽しむことができ、コミュニ
ケーションが弾む「乗って楽しい公共交通」

 地域が抱える交通等の課題解決と脱炭素社会の
確立を同時に実現

• グリーンスローモビリティの導入に向けて、地域の課題に応じた実証事業に対して支援
• 優良事例などを紹介するシンポジウムを官民様々なレベルで全国各地において開催

施策概要

東京都豊島区
（2019年11月運行開始予定）

広島県福山市（鞆の浦）
（2019年4月運行開始）

細い坂道も走行可能 まちづくり、ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞに活用

今後の目標

一般の鉄道における自動運転や準天頂衛星等
を用いた精度の高い位置検知等の生産性向上
に資する施策を組合わせることで、地上設備
の簡素化による保守作業の省力化等を図り、

・将来的な人材不足への対応
・特に経営の厳しい地方鉄道におけるコスト
削減

等を目指す

鉄道生産性革命 i-Rail    

・軌道回路による列車の位置検知にかえて、準天頂衛
星等を用いた精度の高い位置検知システムを導入

⇒活用方策（踏切の鳴動時間の最適化等）や課題等に
ついて、 2019年中にとりまとめを行う予定

準天頂衛星等

軌道回路を用いた
列車の位置検知

準天頂衛星等を
用いた列車の
位置検知

軌道回路
軌道回路

・地上設備による列車制御にかえて、地上と列車
の間の情報伝送に無線通信を利用した列車制御
システムを普及。

⇒2019年度中に中間とりまとめを行う予定

無線式列車制御システム

衛星からの電波を
受信する車上アンテナ

衛星による位置検知システムの試験
（山形鉄道フラワー長井線）

無線による列車制御

地上アンテナ地上信号機

地上設備による
列車制御

軌道回路

準天頂衛星等を用いた精度の高い位置検知
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スマート物流の実現

○ドローンによる荷物輸配送や宅配便の再配
達削減等により効率的でスマートな地域内
物流の実現を目指す

ドローンによる荷物輸配送

• 2018年度に検証実験を実施、ドローンは過疎地域等に
おける有望な手段となりうるものの採算性等の課題が判明

• 2019年度に商業サービスの実現に目処をつけることを目
標に、複数区間や複数用途での活用など、ビジネスモデル
の構築に向けて検討を行い、本年夏を目途にとりまとめ

宅配便の再配達削減

「置き配」を含む受取方法の多様化に向け、マンションオート
ロックへの対応等の課題を整理するとともに、システムやデー
タ連携等による対応策を検討し、本年中に結論を得る

①ID(伝票番号等)
突合

②解錠権限付与

③解錠

④玄関前等へ
配送

[荷受人用
アプリ]

[配送業者用
タブレット]

＜マンションオートロックへの対応の例＞

ドローンによる有人地帯での目視外飛行
の実現に向けた取組

「空の産業革命に向けたロードマップ
2018」に沿って、2022年度を目途に有
人地帯での目視外飛行の実現に向け、技
術開発の進展に合わせて、段階的に制度
整備等を進めていく

有人地帯での目視外飛行の早
期実現に向け、技術開発等の
状況を踏まえ、関係省庁と連
携して、2019年度内に安全確
保に関する制度の基本方針の
策定を目指す

安全確保に関する制度の
基本方針の策定
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持続可能な地域交通を確保することにより、過度に自動車に依存しなくても移動
しやすい社会の実現を目指す

持続可能な地域交通の確保

• 高齢者等は、特に地方部を中心に、自家用車に
大きく依存。将来の生活に対する不安が増大

• 一方で、地方部のバス・鉄道等の経営状況は厳
しく、運転手不足も顕著になる中、持続可能な
地域交通の確保が喫緊の課題に

交通事業者間の路線・運賃・ダイヤ等に係る連携・
協働を促進するため、計画制度と連動した補助制度
への見直しなど地域交通の計画・支援制度の実効性
強化や、独禁法特例法の具体的な仕組みの検討を進
め、2020年の制度改正を目指す。

自動車保有形態別の外出率
（後期高齢者、全国）

運転免許保有有無別の外出率
（後期高齢者、全国）

出典：平成２７年全国都市交通特性調査（国土交通省都市局）

課題・背景

自動車利用の有無による外出率の差

今後の目標・工程

等間隔運行等を
実現し、利便性
向上

各社バラバラの
非効率な運行

路線ネットワークの再編

“空飛ぶクルマ”の実現に向けた取組

※「クルマ」と称するものの、必ずしも道路を走行する機能を有するわけではない。個人が日常の移動

のために利用するイメージを表している。

※必ずしも「電動」「自動」「垂直離着陸」だけに限定されず、内燃機関とのハイブリッドや有人操縦、

水平離着陸のものも開発されている。

垂直
離着陸

自動

電動

部品点数：少ない → 整備費用：安い

騒 音：小さい

自動飛行との親和性：高い

操縦士：なし → 運航費用：安い

ヘリコプターとの比較“空飛ぶクルマ”(※)

電動垂直離着陸型無操縦者航空機

“空飛ぶクルマ”の実現に向けた「空の移動革命に向けたロードマップ」に基づ
き、2023年からの事業開始を目標として、それまでに必要な技術開発や機体
の安全基準を始めとする制度の準備を進める

“空の移動の大衆化”



スマートシティをまちづくりの基本コンセプトとして位置付け、スマートシティの取組を加速化し、全
国への横展開を図る。
• モデル事業で得られた知見をガイドラインとしてとりまとめる。
• 内閣府、総務省などの関係府省と連携して官民連携のプラットフォームを構築するなど、各地域で
の取組を支援する仕組み・体制づくりを進める。

また、国際会議等においてモデル事業等の取組を発信するとともに、スマートシティの海外における案
件形成を推進する。
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スマートシティモデル事業の実施
AI、IoT等の新技術や官民データ等
をまちづくりに取り入れ、都市のマ
ネジメントを最適化し都市・地域課
題の解決を図る｢スマートシティ｣を
加速化・高度化するため、先端的・
革新的な取組をモデル事業として集
中的に支援

民間事業者等及び地方公共団体からなるコンソー
シアムを対象に公募を実施し、スマートシティ実
証調査予算の活用により全国の牽引役となる先駆
的な取組を行う「先行モデルプロジェクト」を
１５事業、専門家の派遣や計画策定支援等により
早期の事業化を促進していく「重点事業化促進プ
ロジェクト」を２３事業選定

取組内容

横展開に向けた取組

移動
物流 エネルギー

環境
防災
気象

観光
安心な
まち

先行モデルプロジェクト例①（茨城県つくば市） 先行モデルプロジェクト例②（東京都江東区豊洲エリア）

【課題】自家用車依存型社会における交通弱者の
移動制約や不便さの解消

【取組】データ連携基盤とユニバーサルインフラ
（誰もが使いやすくて便利なインフラ）を構築し、モビ
リティイノベーションによる新たな統合型移
動サービスを実現

公共交通の新たな社会サービス

交通弱者のための安全な移動

データプラットフォーム

ストレスフリーな交通

個別分野のシステム構築とともに
都市・地域全体を分野横断的に最適化

・バス乗降時の顔認証により、
キャッシュレス決済の実装、
病院受付や診療費会計処理の
サービス統合

小型軽量
のパーソナルモビリティ

・利用者のバイタル情報
（脈拍、血圧、体温など、人体

から取得できる情報）等の
モニタリングにより運転
制御を行うパーソナルモ
ビリティの導入

・モビリティ情報やバイタル情報のAI解析
等を通じて移動の安全性の向上

【課題】急激な人口増加やインバウンド増加に
伴う駅の混雑等の解消、オリパラに向けた
地域活性化、国際競争力強化

【取組】データプラットフォームを活用し、交
通渋滞のストレス解消など居住・就業の快
適性向上、地域のブランディングを実施

・情報銀行の仕組みを導
入し、幅広いデータ収集、
安全な管理、データ倫理
委員会によるガバナンス
等の実施

自治体
データ

エリア
データ

企業
データ

商品等
データ

ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ(情報銀行)

社会課題の解決

キャッシュレス化等の推進

・オープンな交通データ基盤や、オンデマンド型ラ
ストワンマイル交通、次世代モビリティが集積し
シームレスな移動を実現するスマートターミナル
の整備等により、誰もが快適に移動可能なまちの
実現

・キャッシュレス決済サービス
の導入により利便性を向上す
るとともに、購買データの活
用によりプロモーションを最
適化

ｷｬｯｼｭﾚｽ
決済

データ
の蓄積
・活用

購買
利便性
の向上

プラットフォーム

官民データ新技術

地図・地形データ

気象データ

交通(人流)データ

防災データ

エネルギーデータ

施設・構造物データ

様々なデータを収集・見える化
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スマートアイランドの実現

2019年度中に先駆的な取組を実施

■IoTを活用した島内
移動環境の改善

■スマートフォンア
プリ等を利用した島
民等の人流データ活
用によるルート最適
化（例:配車アプリの
開発等） ■水蒸気から飲料水を

生成する装置の島内及
び船舶への導入

■土砂災害警戒区域等
のオープンデータ化に
より防災体制を強化し、
島民・観光客の安全を
確保

■多言語観光アプリの
離島定期船への導入

■観光客の人流データ
活用によるニーズ把握
や地域資源の周遊・混
雑回避のナビゲーショ
ン

■生徒のコミュニケー
ション機会不足を補う
ため、双方向通信によ
る本土との遠隔授業の
実施

■血液検体等のドロー
ン配送

離島地域は人口減少・高齢化が著しく我
が国の課題を先取りする状況

○

こうした離島地域においてIoTや人流デー
タ等を活用し、様々な課題解決や
Society5.0の実現に向けた先駆的な取
組を実施

○

島内での人流データ活
用による配車アプリ

土砂災害警戒区域等の
オープンデータ化

2020年度以降にガイドライン等を作成し横展開

交 通 防 災 観 光 医療・教育

防災・減災分野におけるスマートシティの実現

・水位計、監視カメラ等各種センサーの多地点化により洪水情報の充実
を図るとともに、地区毎での氾濫の切迫性の見える化を図る

・様々な災害情報をリアルタイムに一元的に集約し、行政間・住民間で
共有するとともに、スマートフォン等により容易に情報を閲覧

・2020年度までに各種センサーの
設置を推進するとともに、災害情
報のリアルタイムな共有を図るこ
とで早期避難が可能な社会を実現

今後の目標・工程

概要

データ一元化プラットフォーム

地域からの情報
（浸水センサー、

SNSなど）

いつでもどこでも適切な
防災情報が入手でき、早
期の減災行動ができるス
マートな社会を実現

早期の減災行動を実現

河川画像

河川水位

災害情報を
スマートフォンで

閲覧可能

メディアと連携した情報伝達

レーダ
雨量
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スマート・プランニングの推進

空き公共用地

福祉センター
の適地

保育所の適地

図書館
の適地

仕事を持つ子育て中
30歳代女性の行動エリア

70歳以上の単身高齢者の行動エリア

多世代が集まり
やすいエリア

個人単位の移動を把握できるビッグデータに
よる「動的な分析」に基づき施設立地を検討

土木学会スマート・プランニング研究小委員会と連携し、

全国各地でセミナーを開催

データと回遊行動シミュレーションを活用した滞
在時間や歩行者交通量等の算出によって、施策の
効果の定量的な把握が可能になることで、ワーク
ショップ等での合意形成や、スマートシティの推
進に寄与する

ねらい

個人単位の行動データや土地利用
データ、交通施設のデータを組み
合わせて回遊行動シミュレーショ
ンを構築し、最適な施設立地や導
線の検討を可能とする「スマー
ト・プランニング」を推進

2019年度に、具体都市での検証を通じてシミュ
レーションの手法や結果の可視化システムの改
良を行うとともに、土木学会スマート・プラン
ニング研究小委員会と連携して分析手法の普及
を図る

取組内容

都市計画情報のオープン化

土地や建物に関する豊富なデータを
持つ都市計画基礎調査結果（ビック
データ）のオープン化を進めるとと
もに、スマートシティの取組におい
て、関係者がプラットフォーム上で
共有するオープンデータとして活用

スマートシティの推進

 データ収集時からオープン化を想定して調査
を実施（オープンデータ・バイ・デザイン）

 個人情報保護等の観点を踏まえた都市計画基
礎調査情報の利用・提供の考え方を整理

 全国ベースでの利用や都市間比較をより容易
に行えるよう、データのフォーマット、コー
ディングを共通化、互換性を確保

オープンデータを活用した先進事例や民間ヒアリ
ング等によるニーズを掘り起こし、都市計画情報
活用の有益性を示すことにより、官民が連携した
ソリューション/サービスの展開を推進（現在、
情報の統合・分析による付加価値の創造、新しい
情報の利活用方法・ビジネスの創出を目指し、G
空間情報センターにおいて４県３政令市のデータ
を試験的に公開中）

オープンデータ利活用の推進国によるガイドラインの策定・公表
（2019.3)

建物現況データ(用途別面積)等を元に三次元空間で用途別に可視化

【商業施設】 【業務施設】

【イメージ】
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住宅・建築物の省エネ対策の推進

街区単位の取組

・複数の住宅・建築物の連携による高い省エネ性
能の実現・促進のため、容積率特例対象の追
加、高効率熱源の整備費等の支援を実施

・ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ住宅(ZEH) やﾗｲﾌｻｲｸﾙ･ｶｰﾎﾞﾝ･ﾏｲﾅｽ住宅
(LCCM住宅)等の先導的な取組への支援を実施

・注文戸建住宅･賃貸ｱﾊﾟｰﾄを住宅ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度の対象に
追加

・新築住宅の平均エネルギー消費量（対2013年度比）を2025年度までに25％、2030年度までに35％削減
・2013年度から2030年度までに新築された住宅・建築物に係るエネルギー消費量を約647万kL削減

熱源機
電気
設備

系統電力

都市ガス

熱電気

気象条件やエネルギー使用状
況等の情報

エネルギー供給の最適制御

エネルギーセンター

ＣＧＳ

エネルギーマネジメントシステム

※CGS：コージェネレーションシステム

個々の住宅・建築物単位の取組

スマートシティの推進
の要素である住宅・建
築物の省エネ対策につ
いて、街区単位、個々
の住宅・建築物単位に
おける取組を推進する

街区
単位

個々の
住宅・建築物単位

まち全体
の省エネ
性能向上
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 相次ぐ痛ましい事故を受け、令和元年６月の「昨今の事故情勢を踏まえた
交通安全対策に関する関係閣僚会議」において、「未就学児等及び高齢
運転者の交通安全緊急対策」が決定されました。

 本決定を受けて、国土交通省においては、関係者と連携して子供の移動経
路の緊急安全点検を実施します。また、点検結果を踏まえ、歩道の設置・
拡充、防護柵の設置等の安心安全な歩行空間の整備、生活道路のエリア
へのハンプ等の設置による速度抑制などの対策及び交差点改良等の幹線
道路対策等を推進します。
また、高齢運転者対策として、安全運転サポート車の普及、高齢者の移
動手段の確保（地域交通に係る計画・支援制度の見直し、タクシー相乗
りの導入、自家用有償旅客運送の実施の円滑化等）を着実に進めるとと
もに、自動運転やMaaSなども含め、総合的な対策を推進します。

 引き続き、警察庁をはじめとした関係機関等と連携・強力して、この課題に
全力で取り組みます。

・クルマのICT革命（８ページ）
・日本版MaaSによる移動しやすい社会の実現（８ページ）
・持続可能な地域交通の確保（11ページ）
・ビッグデータを活用した交通安全対策（21ページ）

Ｚ

＜コラム＞未就学児や高齢運転者に関する
交通安全対策の取組

未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策の概要
（昨今の事故情勢を踏まえた交通安全対策に関する関係閣僚会議決定（令和元年6月18日））

１．未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路の安全確保

２．高齢者の安全運転を支える対策の更なる推進

３．高齢者の移動を伴う日常生活を支える施策の充実

【関連する生産性革命プロジェクト】

(1) 未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路の緊急安全点検の実施
(2) 子供の安全な通行を確保するための道路交通安全環境の整備の推進

→10月中に対策が必要な箇所数等のとりまとめ、本年度内に本格対策着手

(3) 地域ぐるみで子供を見守るための対策等
(4) 小学校の通学路の合同点検

(1)安全運転サポート車の普及推進等
→衝突被害軽減ブレーキの国内基準化等について検討加速（本年内目途で結論）

(2) 運転に不安を覚える高齢者の支援
(3) 高齢運転者に優しい道路環境の構築

→高速道路の逆走対策について民間から公募・選定した新技術を本年度より積極展開

(1)公共交通機関の柔軟な活用
→タクシー相乗りの導入（本年度内に通達等を整備）

(2) 制度の垣根を越えた地域における輸送サービスの充実
→自家用有償旅客運送制度の実施円滑化（次期通常国会を目指し法制整備）

(3) 自動運転技術等新たな技術を活用した新しい移動手段の実用化等
→MaaSなど新たなモビリティサービス推進に向けた総合的な支援（本年度から）
→中山間地域での自動運転サービス推進（本年度長期実証、来年までに社会実装を目指す）

中山間地域における道の駅等を拠点
とした自動運転サービスの将来イメージ

安全運転サポート車（サポカーＳ）
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3次元データでつながるi-Construction推進

インフラメンテナンス革命
○インフラに不具合が発生する前に対
策を行う「予防保全」へ転換すると
ともに、新技術の現場への導入によ
る効率化等を図る必要がある

○多様な分野の技術や民間のノウハウ
を活用し、メンテナンス産業の生産
性を向上させ、持続的・効率的なイ
ンフラメンテナンスを実現させる

背景・取組
○インフラの老朽化が進む中、維持管理・更新費用の増大や担い
手不足が懸念

○予防保全等の計画的なメンテナンスによる費用の平準化・縮減
や作業の省人化、効率化を図っていくことが必要

○インフラメンテナンス国民会議等を通じ、予防保全や作業効率
化の技術等の施設管理者のニーズとシーズ技術をマッチング、
新技術を活用【実装：6技術、71件（2019.3）】

今後の目標・工程

○インフラメンテナンス国民会議の活動等
を通じ、2030年度までに全国の施設管理
者におけるインフラ点検等の新技術等の
導入を目指す

将来の維持管理･更新費用の推計結果 技術系職員がいない
市町村の割合

［ ロボット、AI技術の開発 ］

地形・地質モデル（調査、測量）

設計モデル（検討・調整）

ＶＲ等の最新機器の活用

現地確認（360°カメラ）
効果の検証、ノウハウの蓄積

施工モデル（属性付与）

社会への実装

溶接ロボット

建機の動きに
関する機械学習

「i-Constructionの貫徹」に向け、国による先導
的な取組と、地域の建設現場への浸透に向けた取
組の両輪により、新3K（給与がよい・休暇がと
れる・希望がもてる）の建設現場を実現

■国による先導的な取組
・建設生産プロセス全体の3次元化に向けたシステ
ム、要領、基準類の整備

・インフラ・データプラットフォームの構築
・AI、IoT等の先端技術の現場実装 等

■地域の建設現場への浸透に向けた取組
・3次元データやICT等の新技術活用をきめ細やか
にサポート（i-Constructionサポート事務所）等

今後の目標

今後懸念される担い手不足に対応す
るため、建設生産プロセス全てを対
象として、ICTなどを活用する「i-
Construction」を推進
これにより、2025年度までに建設現
場の生産性の２割向上を目指す
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ICTの活用による下水道管理の効率化
～i-Gesuido～

 開発スピードの速いICT･AI技術を下水道
にも普及させるため、国が主体となった
実証事業※により技術開発を促進

 管内異常検知技術やマンホールポンプ管
理技術は、2021年度までにガイドライ
ン化、普及展開

⇒下水道事業の効率化に向け、ICT・AI技
術を徹底的に活用した施策を展開

ICT･AI技術の開発促進

AIデータ解析による管内異常検知技術

※下水道革新的技術実証事業(B-DASHプロジェクト)

AIデータ解析
音響データ

異常箇所の検知

（2019年度から実施）

（2019年度から実施）

 ICTの活用による下水道事業の
質･効率性の向上や情報の見える
化を実践する「i-Gesuido」

 下水道施設の調査/管理データを
取得･更新･分析する新技術の普
及促進により「i-Gesuido」をさ
らに推進

クラウドやAIを活用したマンホールポンプ管理技術

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ

修繕・更新

Ｐ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

遠隔監視クラウド
ＡＩシステム

データ蓄積AI分析

施設管理者

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

遠隔監視・遠隔操作

防災・減災society5.0社会の実現
～平時から災害時まで管理・復旧の高度化～

平時から災害時に至るまで、ICT
等の活用により河川・砂防分野
における無人化・自動化を推進
し、施設監視及び施工における
生産性向上を図る

概要

・ドローンによる河川・砂防施設監視の自動
化による省力化や５G通信を活用した無人
化施工による安全性向上を図る

・流量観測の無人化技術の開発により、流量
観測の確実性向上を図るとともにきめ細や
かな流況把握を行う

2020年度
・河川・砂防施設監視用ドローン及び

5G通信無人化施工技術の開発、現場
実証

・流量観測無人化技術の開発
2021年度
・一部現場でのドローンの試行的導入
・流量観測無人化技術の現場実装

今後の目標・工程

平時の
施設監視の自動化 流量観測の無人化

復旧の迅速化（５G通信）

平時 災害時

復旧時大林組ホームページより
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ダブル連結トラックによる省人化や、
重要物流制度等による道路ネット
ワークの機能強化でトラック輸送の
生産性を向上する

・ダブル連結トラックによる省人化
・重要物流道路制度による基幹となる道路ネットワークの
機能強化や重点支援

・物流モーダルコネクトの強化
・特車通行許可の迅速化
・新しい物流システムに対応した高速道路インフラの活用
・新東名・新名神の整備促進・機能強化
・高速道路の休憩施設の使いやすさ改善

深刻なトラックドライバー不足の進行に対応

するため、トラック輸送の生産性向上を図る

・ダブル連結トラックの対象路線や優先駐車マスの拡充
・トラック隊列走行等を見据えた新たな物流システムの創出（新東名中心）や、
新東名・新名神の順次６車線化

・特車システムの電子化で審査期間を短縮（2020年迄に10日程度）

30歳

未満
9%

30～39歳
18%

40～49歳
32%

50歳以上
41%

2017

出典：2017年労働力調査（総務省）

トラックドライバーの年齢構成

施策概要ねらい

今後の目標・工程 （道路構造の電子化による特車許可の迅速化）

車載型センシング装置

道路の物流イノベーション
～トラック輸送の生産性向上～

ダム再生

今後の目標・工程
・利水目的のダムも含めてダム再生を推進 ・施工や管理のさらなる高度化を推進

既設ダムを最大限に活用するため、
戦略的・計画的にソフト・ハード対
策を進め、利水・治水両面にわたる
効果を早期に発揮

・降雨予測等の精度向上を踏まえ、渇水・洪水時
に応じて、ダムを柔軟に運用する手法を導入

賢く柔軟な運用 （操作規則の見直し）
・既設ダムの堤体への放流設備増設やかさ上げを
進め、既設ダムの大幅な能力向上を図る

賢く整備 （ダム再生事業）

ダム操作の高度化
• 利水容量を事前に放流し、
洪水調節に活用

⇒アンサンブル気象予測等
を活用し、より高度な
運用を2020年度から
試行ダムで検討を開始

事前放流により
利水容量を洪水
調節に活用

新技術やダム群の連携により、効果を早期に発揮

多数の予測雨量
を活用し運用を
高度化

藤原ダムの流域面積（約400km2）は
奈良俣ダム（約60km2）よりも広いため、
藤原ダムではより様々なパターンの洪水の
洪水調節が可能

• 奈良俣ダムの
洪水調節容量と
藤原ダムの
利水容量を振替

藤原ダム

複数ダムで容量再編 奈良俣ダム

洪水調節容量

利水容量

出水期

アンサンブル気象予測
イメージ

流
域
平
均
累
積
雨
量

(m
m

)

奈
良
俣
ダ
ム

洪水調節容量
2,390千m3減

利水容量
2,390千m3増

藤
原
ダ
ム

利水容量
2,390千m3減

洪水調節容量
2,390千m3増

死水容量

洪水調節容量
13,000千m3

利水容量
72,000千m3

死水容量

洪水調節容量10,610千m3

利水容量
74,390千m3

死水容量

利水容量
14,690千m3

洪水調節容量
21,200千m3

死水容量

利水容量
12,300千m3

洪水調節容量
23,590千m3

複数ダムの再編
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ピンポイント渋滞対策

80以上

60

40

20

15時 17時 19時 21時 23時

多

少

15時 17時 19時 21時 23時

今ある道路の運用改善や小規模
な改良等により、道路ネット
ワーク全体の機能を最大限に発
揮する

ネットワーク整備

課題・背景 施策概要

今後の目標・工程

・高速道路におけるピンポイント対策

[首都高速 中央環状線 板橋・熊野町JCTの例]

従来の３車線から４車線に拡幅して、運用を開始

[東名高速 大和トンネル付近］

東京オリンピック・パラリンピックまでの運用開始

に向けて事業推進中（全国ワースト１位の渋滞損失）

○一人あたりの年間渋滞損失時間は約40時間

で、乗車時間 （約100時間)の約4割に相当

○ETC2.0やAIカメラを活用したピンポイント対策

機動的に交通状況を把握し、効果的な対策箇所や時間帯を特定したハード・ソフト対策を実施。

○AI渋滞予知

東京湾アクアラインにおいて、きめ細やかな渋滞予測（所要時間、交通需要）を配信し、

利用の分散を促す実証実験を実施中。今後、本格導入と他路線への展開に向け検討。

高速道路におけるピンポイント対策
（圏央道 海老名JCTの例）

CCTVのＡＩ解析による交通量把握
（平成30年7月豪雨の例）

「ＡＩ渋滞予知」で予測所要時間・交通需要を配信
(東京湾アクアラインの例)

高速道路を賢く使う料金制度

中京圏の現状や将来像を踏まえ、中京圏における
高速道路を賢く使うための料金体系について、
国土幹線道路部会中京圏小委員会において検討。

今後の目標・工程

①利用度合いに応じた公平な
料金体系

②管理主体を超えたシンプルで
シームレスな料金体系

③交通流動の最適化のための
戦略的な料金体系

の３原則に基づき、交通流を最
適化する料金施策を導入する

○都心通過の交通量

導入前 導入後

【首都圏新料金導入後の交通状況】

都心通過交通は約１割減

2016年4月に首都圏、2017年６月に近畿圏に新たな高速道路料金を導入。

東北道

常磐道

京葉道路

東関道

外環道

中央環状線

中央道

関越道

川口
ＪＣＴ

美女木
ＪＣＴ

三郷
ＪＣＴ

篠崎

高谷

高井戸

用賀東名

E51

E1

E20

C3

E4

E14

E17

E6

＜現状の課題＞
①整備が進捗している東海環状・新名神・名二環等の
ネットワークを有効活用した交通の適切な処理

②名古屋の中心部を発着する交通の分散処理

③一宮付近や名古屋中心部等、特定箇所で発生している
渋滞を解消するためのネットワーク整備

一宮J

小牧J

小牧IC

美濃関

土岐

名古屋南J
豊田東J

愛知県

東海J

飛島J

半田中央J

高針J

養老J

新四日市J

中央道
東海北陸道

東名阪

楠J

岐阜県

三重県

東名

新名神

日進J

清洲J

亀山J

亀山西J

Ｃ
: 名古屋高速

: 地方道路公社

: ＮＥＸＣＯ区間

: 均一料金区間
: 事業中

※公社は、ネットワークへ接続
されている路線のみ

：主な渋滞ボトルネック箇所

東海環状

東海環状

中央道

新東名
知多横断道路

南知多道路

名神

知多半島道路

東名

名古屋瀬戸
道路名二環

東海北陸道

伊勢湾岸道
新名神 豊田J

一宮中IC

上社J

名古屋西J

四日市J

関広見IC

大垣西IC

東員IC

養老IC

大安IC
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ビッグデータを活用した交通安全対策

AIターミナルの実現

ビッグデータを活用して、生活道路等における速度
超過や急ブレーキの発生等の潜在的な危険箇所を特
定し、効果的な対策を実施

ねらい・施策概要 今後の目標・工程
・未就学児の移動経路も含めた生活道路等の交通安

全対策をビッグデータを活用して一層推進

・2020年に、生活道路におけるハンプの設置等に
よる死傷事故の約３割抑止を目指す（2014年比)

・ハンプや狭さく等の整備により、走行速度の抑
制や急ブレーキ発生割合の減少等の効果が発現

[ビッグデータ分析(イメージ)]

・ビッグデータの活用により、速度超過、急ブ
レーキ発生、抜け道等の潜在的な危険箇所を特
定。効果的、効率的な対策の立案・実施が可能

0 500100 200 300 400 m

小学校

中学校

大学

[効果的な交通安全対策]

車両の進入防止 走行速度の抑制

・ビッグデータの収集・活用の高度化（可搬型路側
機の活用、歩行者の行動特性の把握）を検討

×：急減速発生地点
○：交通事故発生地点

30km/h超過割合
低 高

【凡例】

「AIターミナル」の実現により、2023年度中に、コンテナ船の大型化に際
しても運航スケジュールを遵守した上で、外来トレーラーのゲート前待機を
ほぼ解消することを目指す

今後の目標・工程

熟練技能者の荷役ノウハウとAI等を
組み合わせ、
・ターミナル荷役能力の向上
・ターミナルゲート処理能力の向上
・港湾労働者の労働環境の改善
を図る

ガントリー
クレーン

保管ヤード／
ＲＴＧ（ヤードクレーン）

構内
トレーラー コンテナ船

ターミナル
ゲート

ＡＩ

自働化

IoT

外来
トレーラー

外来
トレーラー

ダメージチェック
の効率化

熟練技能者の荷役ノウハウ
(暗黙知)の継承

ゲート処理の迅速化
コンテナの蔵置場所
の最適化

RTG（※）の遠隔操作
化・自働化

世界最高水準の生産性と良好な労働環境を形成

施策概要

・大型コンテナ船の寄港の増加により
コンテナ積卸個数が増加

→荷役時間の長期化
→ターミナルゲート前の渋滞の深刻化

ねらい
■ゲート処理の迅速化
実証事業で開発した搬出入票情報の自動照合等を行うシステムの導入を促進
■ダメージチェックの効率化
過去のダメージ画像を分析し、ダメージチェックを自働化
■コンテナの蔵置場所の最適化
貨物情報や過去の搬出入日時等をAIで分析し、コンテナ蔵置場所を最適化
■RTGの遠隔操作化・自働化
本年度に創設した支援制度を活用し、遠隔操作RTGの導入を促進
■熟練技能者の荷役ノウハウ(暗黙知)の継承
AI等の手法を活用し、熟練技能者の荷役ノウハウを若手技能者に継承

注：人を機械に置き換えることのみを主眼に置いていないAIターミナル
政策の文脈では「自動化」ではなく、「自働化」を用いています。

※RTG：Rubber Tired Gantry crane。タイヤ式門型クレーン。
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航空需要の拡大や担い手不足
に対応しつつ空港旅客サービ
スを向上させるため、自動走
行技術、IoT 、AI等先端技術
を活用して、地上支援業務の
省力化・自動化を目指す

地上支援業務の省力化・自動化

○東京オリンピック・パラリンピックが開催される
2020年までにフェーズⅡの達成を目指す

○官民連携して、実証実験を実施

省力化
（実証実験・
試験運用）

フェーズⅠ フェーズⅡ フェーズⅢ フェーズⅣ

省力化
（導入）

自動化
（実証実験・
試験運用）

自動化
（導入）

○自動走行技術の導入に必要となる磁気マーカー
などのインフラ整備や空港制限区域内における
運転等に関する運用ルールの検討を実施

○手荷物及び貨物の輸送を想定した
トーイングトラクターの自動走行実証実験を実施

地上支援業務の省力化・自動化 2019年度の取組

※株式会社豊田自動織機提供

©️2019 ATOUN Inc

ICTを活用した次世代内航ターミナルの実現

ねらい

今後の目標

2030年までに次世代内航ターミナルの実現を目指し総合的施策を2019年度中にとりまとめる

施策の概要

・ICTを活用し、シャーシ管理システムの導入によるシャー
シの共同利用や料金収受のキャッシュレス化を促進

・荒天時等における安全かつ円滑な船舶の離着岸を実現する
ため、自動離着岸装置の導入に向けた技術開発、実証等を
推進

・ICTを活用したリーファーコンテナ※等の自動温度管理シ
ステムの導入を促進し、農水産品の品質管理等を高度化

・将来的なトラックドライバー不足が懸念
・国内物流を支える手段として
内航フェリー・RORO輸送が注目

ICT活用によるシャーシ管理の効率化や、
離着岸の安全性・効率性の向上など、輸
送現場の課題解決を図り、内航フェ
リー・RORO輸送能力強化を後押し

自動離着岸装置

自動料金決済

運航事業者との協働によ
るターミナル規格の統一

情報通信技術を活用した
シャーシ共同管理等

リーファーコンテナの
電源設備

複合一貫輸送 ※のス
マート化により、内航
フェリー・RORO輸送
の能力を最大限に活用
し、国内輸送を下支え

※フェリーやRORO船など、陸上輸送のトラック
等を直接船舶に積み込んで海上輸送するなどの
複数の輸送手段をシームレスに接続した輸送

※冷蔵・冷凍機能を有するコンテナ
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○成田空港では、発着容量拡大のため、

2020年までに高速離脱誘導路を整備す

るとともに、2019年冬ダイヤよりＡ滑

走路において夜間飛行制限の緩和を実施

する

○また、2020年以降を見据え、第三滑走

路の整備やＢ滑走路の延伸といった更な

る機能強化に向けた取組みを行う

訪日需要への対応や、我が国の国際
競争力の強化等のため、首都圏空港
の機能強化は必要不可欠である

羽田空港の飛行経路見直し、成田空
港の第三滑走路の整備等により、世
界最高水準の年間発着容量約100万
回の実現を目指す

羽田空港

航空インフラ革命①
～首都圏空港の機能強化～

○羽田空港では、2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会までに国際

線を増便するために飛行経路の見直し等

を実現する

○そのために必要となる航空保安施設など

の整備や、騒音・落下物対策等を着実に

進めるとともに、引き続き丁寧な情報提

供を行う

第三
滑走路
整備等

高速離脱
誘導路
整備等

飛行経路
見直し等

成田空港

羽田空港
新飛行経路
（南風）

Ｃ滑走路

Ｄ滑走路

Ａ滑走路

Ｂ滑走路

赤色：到着経路
青色：出発経路

羽田・成田空港の
発着容量の増加

※羽田空港の新飛行経路は、現在の東京湾上空を通過する到着経路を
都心上空を通過する到着経路に見直すもの（南風運用時）

航空インフラ革命②
～管制処理容量の拡大～

我が国の管制取扱機数は、この15
年間で大きく増加している
今後のさらなる航空需要の増加に
対応するため、国内管制空域を上
下に分離することにより、管制業
務の効率性を向上し、管制処理容
量の拡大を図る

取組内容

○航空管制官の業務負荷を軽減するため、国内管制
空域を、巡航機が中心となる「高高度空域」と、
近距離及び空港周辺の上昇降下機に専念する「低
高度空域」とに上下分離する

◯まずは西日本空域の上下分離を進め、2025年
までに全ての国内管制空域の上下分離を実施する

◯更に、この管制運用を可能にする新たなシステム
の導入により、管制支援機能の高度化を図る

上下分離のイメージ

神戸
管制部

福岡
管制部

東京
管制部

札幌
管制部

神戸管制部 東京管制部

福岡管制部
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○上位の建設業者が下請の建設業者の施工管理を
併せて行うことを可能とすることで、より効率的
な人員配置を実現

○建設キャリアアップシステムの
活用により、技能者一人ひとり
の生産性向上を図る

○改正建設業法等により、技術者
に関する規制の合理化を通じ、
建設現場の生産性向上を図る

○技能者の能力向上を促すとともに、能力に応じた
評価や処遇の実現を図ることで、技能者一人ひとり
の生産性を向上

＜建設キャリアアップシステムの概要＞

○併せて、蓄積したデータを活用し、書類作成など
現場管理を効率化

・技能者の就業日数や資格情報をデータとして蓄積する仕組み
・蓄積されたデータに基づき４段階のレベル分けを行い、
レベルに応じて色分けされたカードを交付

※元請負人Ａの主任技術者が、一定の
実務の経験を有し、かつ、現場に専
任で置かれる場合、下請の建設業者
の施工管理を併せて行うことが可能
（下請業者の主任技術者は設置不
要）

建設キャリアアップシステムの活用 技術者配置の合理化
※法律公布（令和元年６月１２日）から１年半以内に実現

キャリアアップ
の促進

建設現場の生産性向上

これらの施策を通じて、建設業入職者数：４万人（2017年度）→5.5万人（2023年度）（1.5万人純増）を目指す

【目標】運用開始初年度100万人、5年で全ての技能者（330万人）の登録

連携・協働による物流効率化

・共同物流等をこれまで以上に推し進め、物流の効
率化を加速するため、共同物流等の優良事例や国の
施策について本年６月にとりまとめた提言に基づ
き、物流総合効率化法の運用改善等の施策を推進。

○荷主・物流事業者等の関係者の連携・
協働により、サプライチェーン全体の
効率化と付加価値の向上を図る

・トラック輸送の生産性の向上や、女性や60代
の運転者等も働きやすい、より「ホワイト」
な労働環境の実現に取り組む「ホワイト物
流」推進運動を、荷主企業等と運送会社の相
互協力に基づき推進

「ホワイト物流」推進運動の展開

・トラックドライバーの負担軽減や積載率の向上に
向け、連結トラックやスワップボディコンテナ車両
について導入支援を実施【2019年度予算2.5億円】

荷姿やデータ仕様の標準化
・関係者の連携・協働を円滑化するための環
境整備として、荷姿やデータ仕様の標準化を
検討し、本年度を目途にとりまとめ

共同物流等の更なる促進

［様々なサイズ］ ［標準化されたサイズ］

物流産業の労働生産性を2020年度までに2015年度比２割程度向上

トラック輸送の高効率化
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例：海のドローン（自律型無人潜水機）を
海洋開発施設のメンテナンスに活用し効率化

我が国を支える内航海運の未来創造

○内航海運は、国内貨物輸送全体の約４
割、産業基礎物資輸送の約８割を担う
我が国の国民生活や経済活動を支える
基幹的輸送インフラ

○内航海運を支える船員の働き方改革の
検討等を通じ、安定的・効率的な内航
海運を実現

2027年頃、内航海運における
・産業基礎物資の輸送量割合：
５％増

・総積載率：５％増
・船員一人・単位時間の
輸送量：１７％増 等

「安定的輸送の確保」・
「生産性向上」の実現

今後の目標・工程

船員の働き方改革の検討

船員のための魅力ある
職場づくり実現

船舶と船員の
「2つの高齢化」

専属化・系列化
された市場構造

モーダルシフトの推進など社会
的要請への対応

荷主等との連携、
技術革新を通じた

課題・目標

内航海運分野における課題に対応するため、生産性向上に取り組む必要

内航船員の労働負担軽減に向け、
労働実態調査を実施する等、内
航海運を支える船員の労働環境
を改善する働き方改革を推進

登録船舶管理事業者制度の活用

国の登録を受けた優良な船舶管理事業者※
により、内航海運における効率的な船舶管
理を実現 ※23者登録済(2019年6月末時点)

個別の事業者単位での
管理に比較し、一元管
理により効率性が向上

効率的な船舶管理の促進

(具体の取組の例)

i-Shippingとj-Ocean
～「海事生産性革命」強い産業、高い成長、豊かな地方～

○2025年までの「自動運航船」

の実用化

○2025年に新造船建造量の世界

シェア３割の獲得

○海洋開発分野の2020年代の合

計売上高を、2010年代比で

1.1兆円上積み（4.6兆円）

今後の目標・工程課題・背景

(具体の取組)

各種取組を通じて、以下の目標を

達成

○自動運航船 ○j-Ocean○i-Shipping
船舶の設計･建造･運航を
効率化する技術開発を支援

実証成果を踏まえつつ、
安全設計ガイドラインを
策定

○造船の輸出拡大・海運の技術革新を図り、自動運航船
の実用化も推進する「i-Shipping」

○海洋開発市場へ進出し、資源確保にも貢献する「j-
Ocean」

○２つのプロジェクトからなる「海事生産性革命」を
強力に推進し、我が国海事産業の国際競争力を向上

自動運航船
（イメージ）

例：AIを活用した
造船現場における溶接の自動化

海洋開発のコスト低減
に資する製品･サービス
の開発を支援

我が国海事産業の強みである高い生産性をさらに向上させる必要

海事産業を取り巻く国際競争が激化
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Ｚ

＜コラム＞新たな在留資格「特定技能」による
外国人材の受入れに関する取組

 2019年4月から、新たな在留資格「特定技能」により、一定の専門性を有
し、即戦力となる外国人材の受入れ制度がスタートしています。

 「特定技能」による外国人材の受入れは、生産性向上や国内人材確保の
取組を行ってもなお、外国人材の受入れが必要と認められる業種を対象と
しています。国土交通省関係では、2019年6月時点において、建設、造
船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊の５分野で受入れを行うこととし
ています。

 今後、「特定技能」による外国人材の受入れが本格化することに備え、本
年6月、「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」において、「外
国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について」が決定さ
れ、外国人材の受入れとその環境整備に向けた取組を着実に進めることと
されました。

 引き続き、関係業界や法務省をはじめとした関係府省と連携して、円滑か
つ適切な受入れに向けた取組を進めるともに、各分野における生産性向上
や国内人材確保の取組を進めていきます。

改正入管法に基づく特定技能外国人の受入分野（国交省関係）

建設
造船・
舶用工業

自動車整備 航空 宿泊
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物流・商流データ基盤の構築

公共交通オープンデータの横断的活用の促進

公共交通分野におけるオープン
データ等を一元的に取り扱う公共
交通オープンデータセンター等と
国土交通データプラットフォーム
とのデータ連携を推進し、
• MaaS等の新たなモビリティ
サービスの実現

• 都市や地方の状況に即した最適
な交通ネットワークの検討

• 次世代の交通サービスに対応
した交通結節点の検討・実現

等の多様なサービスやイノベー
ションがより一層創出されること
を目指す

○オープンデータ化の推進と公共交通オープンデータセンターの運用開始
公共交通オープンデータセンター（公共交通オープンデータ協議会）による
公共交通関連データのワンストップ提供の実現（2019年5月～順次提供開始）

○国土交通データプラットフォームとの連携による横断的活用
データ連携の実現による多元的なデータ利活用の促進（2021年度目標）

施策概要・工程

○物流の効率化と
付加価値創出の
ため、サプライ
チェーン上の
様々なプレー
ヤーが持つ物
流・商流データ
を共有・活用で
きる環境整備を
目指す

概要

• 業界毎のサプライチェーン（垂直）及び同じファンクションを担う企業間（水平）でデータを蓄積し共有・活用するためのデータ
基盤を2020年度中に官民で開発し、実用化に向けた検証を経て、2022年度に社会実装することを目指す

 生産から販売までをつなぐサプライチェーン全体の見える化・効率化により、より正確な需要予測や販売・受注情報の把握が可
能となり、最適な生産計画や付加価値の高い物流が実現

 企業間での情報共有による輸配送の共同化・効率化により、ECの利用拡大や人手不足にも対応した持続的な物流システム
が実現

生産データ パレット・梱包規格データ

入出庫データ
積載率データ 購買データ店舗在庫データトラック動態データ

【小売】
【卸・倉庫】 【消費者】

【ＥＣ】

【メーカー】

【モノの動き（フィジカル空間）】

【運送事業者】

【物流・商流データプラットフォーム（サイバー空間）】

協調領域の情報をサプライチェーン全体で共有
（例：小売店舗の購買情報をリアルタイムでメーカーに共有等）

〇在庫廃棄の削減

〇積載率の向上〇無駄な生産・
在庫の削減

〇無駄な配送の
削減
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サイバーポートの実現 ～港湾情報や手続きの電子化～

全ての港湾情報や手続を電子化し、世界最高水準の港湾物流サービスを実現

・あらゆる事業者が情報を利活用できる環境
を構築し、港湾物流の生産性を向上

・新たな情報活用ビジネス・サービスの創出
を促進

※利活用の例
農林水産分野の情報基盤と連携し、貨物情報の追跡に
よる品質管理に活用

※新規サービスの例
事前情報を活用したターミナル運営の効率化

ねらい
・港湾をとりまく諸手続･取引を電子化し、データ連携を標準

とする事業環境を形成するため、「港湾関連データ連携基
盤」を構築し、情報連携､手続の共有化･データ標準化等を
実現する

施策概要

・2020年末までに、港湾関連データ連携基盤を構築す
る。以降も機能拡張や利用促進に取り組む

今後の目標・工程

ＮＡＣＣＳ 港湾管理者

海外港湾の
情報PF

他分野の
情報PF

民間の
情報PF

荷主

海貨
フォワーダー

陸運 ターミナル
オペレーター 船会社 国内港湾の情報PF

港湾関連データ連携基盤

船社名

本船名

荷送人

荷受地

船積港

・
・

船腹予約書 船腹予約確認書 船積指図書

・
・

新規
入力

後工程で
活用

入力作業の
効率化

船荷証券

・
・

・
・ ・

・

官民連携データ活用によるモビリティサービスの強化
～ETC2.0のオープン化～

ETC2.0データ※約400万台分を常時収集しており、

その活用により、道路・交通の課題解決を図る
※（速度・経路・急ブレーキ等）

ETC2.0データの官民連携活用や、
AI等の新技術活用による情報収集
の充実により、地域のモビリティ
サービスを強化する。

（2019.5末時点）

ねらい 施策概要

今後の目標・工程

・ETC2.0データを官民連携で活用することで、民間で

の新たなサービスの創出を促進

・AI画像解析の活用等の情報収集を充実し、人や自動

車等を含めた新たな調査体系や共通情報基盤を構築

・高速道路のSA・PAを活用した高速バス間の乗換サービスの本格導入（2019年度～）

・ETC2.0を活用した民間提案サービスの実験開始（2019年度～高齢者の安全運転支援等）

・AIカメラやETC2.0等を活用した新道路交通調査体系の構築（2020年～試行）

民間保有データ ETC2.0データ

お客様
情報

安全運転
情報

走行履歴
情報

挙動履歴
情報

注意情報の提供

民間保有データとETC2.0データの相互利用

ETC2.0を活用した民間提案サービス（例)
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産業界での利活用促進

 データの利活用に関して提言や助言を行うことが
できる「気象データアナリスト」を育成（習得すべき

知識、技能等を2019年度に検討）

 人材の裾野を広げるため、各地においてセミナー
や研修等を実施

 クラウド環境で気象ビッグデータ(温暖化関連
情報、気温・天気の分布情報等)を広く一般に
提供（2019年６月～）

 さらに、気象データを加工しやすい環境を整備
（CSV形式で取得可能）（2019年秋頃～）

気象ビジネス市場の創出

気象データのオープン化 人材育成の強化

○気象データのオープン化、「気
象データアナリスト」の育成

○気象ビジネス推進コンソーシア
ム（WXBC）と連携して、産業
界での気象データの利活用を一
層促進し、生産性の向上を実現

構成員：IT、農林水産、運輸、エネルギー、交通、観光等の事業者、大学、関係研究機関、行政機関等

助言 協力

 気象データのオープン化やデータの横断的活用等について、産業界のニーズを絶えず把握
 産学官の対話や企業間マッチング等の場を通じ、新たなビジネス展開に貢献WXBC

農林水産業
交通・観光気象データ

×
 超省力・高生産の
農業・スマート農業

 効率的な海上・航
空航行

 地域特有の観光
資源の発信

様々な
ビッグデータ

 的確な需給計画

Society5.0
の技術

エネルギー

気象データの利活用により、ニーズに応じた需要予測を行い、効率的で的確な事業活動を実現

 洋上風力発電の適地選定
 最も効率の高い航路の選択
 漁業における活用
 マリンレジャーでの活用 など

生産性の向上 新産業の掘り起こし

海洋状況表示システム「海しる」

海洋データの横断的活用

掲載項目数
200以上！

港湾、航路、指定錨地
海底ケーブル
海岸アクセス道等

インフラデータ

船舶通航量、海水浴場
マリーナ 潮干狩り場等

経済活動データ 海底地形、天気図、
風、波高、海流、
潮流、水温、海氷
海底地質、潮汐等

自然現象データ
更なる発展

 コンテンツの更なる充実と国際連携
 国土交通データプラットフォーム(API検索
機能等)との相互連携 など

国民生活に
貢献

www.msil.go.jp

警報等+海流

運航効率化

洋上風力適地

通航量
+風速

航行安全

天気図
+波

「海しる」は海洋分野のデータプラッ
トフォーム
海の「今」を知ることができるよう、
関係機関が保有する海に関する全世界
のリアルタイム情報を集約し一元的に
公開。情報を重ね合わせて表示するな
どにより、海を利活用するために必要
な情報を効果的に入手可能に

13機関が
垣根を越えて連携2019年4月より運用開始
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３次元地図データ共通基盤の構築
○国土の姿をそのまま表現する3次元の地図を整備するため、様々な機関が整備し
た３次元データを地図に重ねることのできる共通基盤を構築

○インフラデータプラットフォームの基盤地図を構成し、新たな産業の具体化など
に貢献

３次元地図データの
表示イメージマニュアル整備

３次元地図

3次元地図データによる表示

３次元データを整
備する各機関に向
けて、３次元デー
タ取得のための測
量技術マニュアル
の整備

国土の姿をその
まま表現する３
次元の地図を整
備するため、３
次元の位置の基
準 と な る 地 図
データを整備

ビッグデータやAIなどの新技術と合わせて活用すること
で、新産業を具体化し、新たな価値を創出

実用化に資する新産業の例
目指す社会

ICT施工自動運転

3次元地図データを一般の方でも見やすく表示できるよう、パソコンやスマートフォン等で表示できるWeb
ページの作成

航空機で全国の
重力を精密に測定

２
準天頂衛星
みちびき

重力データから標高の基準を構
築し、衛星測位で迅速・高精度
に標高算出が可能に

地図上の位置（国家座標）と測位
結果を整合させるため、地殻変動
を常時補正する仕組みを構築

民間等観測点を活用し、電子基準
点網を拡充

標高決定には人手と時
間を要している

地殻変動により時間と
ともに地図と測位結果
がズレていく

2020年
から
順次
導入

２

３

３

出典：qzss.go.jp

○いつでも・どこでも・誰でも、センチメータ級の高精度な
位置情報の利用可能な社会を実現（Ｇ空間社会）

建設機械の自動制御等
でより高精度な位置特
定が求められている

１

背景・課題 施策

１

民間等観測点

電子基準点

国家座標：測量の基準に準拠した経緯度、標高など
我が国の位置の基準

新産業・新サービスの具体化に
貢献し、新たな価値を創出！

■高精度測位が実現に貢献する新技術の例
・自動車や建機の自動運転の実用化
・ドローンによる無人の

荷物配送の実現 等

センチメータ級の
高精度な測位が実現

国家座標に基づく高精度測位を支える取組



- 31 -

FAST TRAVELの推進

ストレスフリーで快適
な旅行環境の実現をめ
ざし、世界最高水準の
利用者サービスを提供
するため、先端技術の
活用等により、空路の
利用に係る一気通貫で
の円滑化等を通じた旅
客満足度の向上を図る

今後の取組

■空港毎の関係者間での「FAST TRAVEL推進
WG」設置空港を拡大、各空港において実現に
向けた目標や計画を取りまとめた推進ビジョンを
策定するなど、取組を推進

■首都圏空港にて2020年度に先端の顔認証技術
を活用した搭乗手続きの一元化によるOne IDの
導入

■その他空港においても、自動化機器の導入を促進

自動手荷物預入機
税関電子申告ゲート

スマートレーン

自動搭乗ゲート

顔認証ゲート

自動チェックイン機

引用：成田国際空港株式会社 プレスリリース

最先端の旅行環境実現のため、利用
が急増するスマートフォンを最大限
活用した環境整備等に取り組む

訪日外国人旅行者の受入環境の向上
～ストレスフリーで快適に旅行できる環境の整備～

施策概要

○スマートフォンを最大限活用した
移動・滞在環境整備

・個人客の増加に伴い利用が急増するス
マートフォンを最大限活用

・公共交通機関や観光地において、無料
Wi-Fiエリアの拡大や非常用電源装置等
の整備等によりスマートフォンの利用
環境を飛躍的に向上させるとともに、
ICTを活用した多言語対応、スマート
フォン決済への対応等を進める

○出入国円滑化
・顔認証による諸手続の一元化（One

ID）や自動化等により主要空海港に
おける出入国に係る時間を大幅に縮減

多言語案内の推進

無料Wi-Fiエリア拡大

キャッシュレスの推進

トイレの洋式化等

災害等非常時対応

QRコードを活用した多言語
表記、音声案内等の提供

観光エリア、交通施設、車両
等の無料Wi-Fiの整備

観光エリア内店舗全体での先
進的決済（キャッシュレス対
応、スマートフォン決済）対
応、ICカード普及

和式便器の洋式化、清潔機能
の向上

非常用電源装置・携帯電
話充電設備の整備等

国際空港・港湾

シームレスな
移動環境整備

観光エリアの
回遊性向上

まつり広場

〇〇寺

旧〇〇邸
（古民家）

〇
〇
公
園

〇〇商店街

△△商店街

サイ
クル
ポー
ト旧○○邸

（古民家）

サイ
クル
ポー
ト

サイク
ル

ポート

地域の観光スポットに基づいた
散策エリアと一体的整備イメージ

主動線

観光案内所

観光案内板

キャッシュレス端末、
多言語対応機器の集中整備

公衆トイレ

Wi-Fi

各種誘導
看板

集中的整備区域

観光地

外国人旅行者のニーズの高い分野
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地方イン・地方アウトの国際線就航促進

新大阪駅についてリニア中央新幹線、
北陸新幹線等との乗継利便性の観点か
ら、結節機能強化や容量制約の解消を
図るため、民間プロジェクトの組成な
ど事業スキームを検討し、新幹線ネッ
トワークの充実を図る

今後の目標・工程

現状の施設では、さらなる増発や
新規路線の乗入ができない

リニアホーム

リニアホーム

高架ホーム（現状）

増発が可能に

山陽・九州、北陸ホーム

山陽・九州、北陸ホーム

地下ホーム整備

なにわ筋線等
民鉄路線ともアクセス

山陽新幹線との接続線
（アプローチ線）を整備

新大阪駅 構想略図 地方創生回廊中央駅構想の具体化に向けた
調査の実施（2019年度より）

事業内容・事業スキームの検討 etc.

新大阪駅をハブとする
新幹線ネットワークの構築により

「地方創生回廊」の実現に寄与

北陸新幹線（敦賀・新大阪間）開業までに
地下ホーム等を新設

例）リニア整備後の4時間到達圏
大阪：４０ 東京：３５（※県庁所在地47箇所中）

北陸新幹線
金沢・敦賀間（2022年度末開業予定）
敦賀・新大阪間（環境影響評価を実施）

リニア中央新幹線
品川・名古屋間（2027年開業予定）
名古屋・大阪間
（2045年から最大8年間完成前倒し予定）

新大阪駅

地方創生回廊中央駅構想
～新大阪が日本の地方と地方をつなぐ～

地方イン・地方アウトの流れを創出し、
更に多くの訪日外国人旅客を地方へ

（出典）法務省「出入国管理統計」より航空局作成

①国際線着陸料の支援
②新規就航等経費（グランドハンドリング経費等）支援

新規就航・増便の支援

①航空旅客の受入環境高度化
・ 空港ビル等による待合スペースやバゲージハンドリングシステム等の出
入国容量拡大等に資する施設の整備への支援

②CIQ施設の整備
・ 空港ビル会社等によるCIQ施設の整備への支援

空港受入環境の整備等

＜地方空港※の外国人入国者数＞

※羽田・成田・関西・中部・新千歳・福岡・沖縄を除いた空港。

「観光ビジョン」の訪日
外国人旅客数2020年
4000万人等の目標達成
や地方創生の実現のた
め、主要空港に比べて比
較的発着枠に余裕のある
地方空港における国際線
就航を促進

国際線就航・訪日客誘致に取り組む地域に所在する全国
27の「訪日誘客支援空港」（2017年7月認定）に対し
て、空港の認定区分に応じて、下記の支援を実施

施策
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○「稼ぐ」旅館への変革
・宿泊業の生産性向上に向けた取組を徹底し、高品質
な「稼ぐ」旅館への改革を推進

＜生産性向上に向けた取組例＞
・IT化・機械化による作業効率の改善
・インバウンドの取込みによる客単価と稼働率の向上
・旅館業の改革を担う人材育成 等

日本のイメージに基づく
広告展開

ターゲットの興味・関心に応じた
広告展開（例：アウトドア） タブレット利用による情報一元化

・業務効率化
社会人向け講座の充実

施策概要

○デジタルプロモーションの推進
・ウェブの閲覧・検索履歴等を分析し、個人の興
味・関心に直接訴求するコンテンツを自動表示
させるなど、デジタルの力を最大限活用した先
進的なプロモーションを展開

先進的なデジタルプロモーションを
推進するとともに、観光産業の基幹
産業化を図るため、宿泊施設の生産
性向上の推進等に取り組む

戦略的な訪日プロモーションの実施と観光産業の
基幹産業化

• 訪日外国人旅行者の増加に伴い、観光

地で渋滞等の課題が発生

• ICTや道路空間を有効活用し、観光地

における円滑な移動を実現

ねらい 施策概要

• ICT技術やビッグデータを活用し、観光地における渋滞や事

故対策を強化する

• 既存施設や空間を有効利用し、人中心の歩きやすい道路空間

を創出し、観光地としての魅力を向上する

御堂筋(大阪市)の将来イメージ図(出典:御堂筋将来ビジョン(平成31年3月))多言語の簡易情報板
による注意喚起

今後の目標・工程

・無電柱化に伴う路上変圧器を活用したデジタルサイネージによる防災・観光情報提供（2018年度～実証実験）

・レンタカーデータを活用して、外国人特有の危険箇所へのピンポイント対策の推進（2017年度～実証実験）

・観光バス等のスマートパーキング（予約専用等）の整備（2019年度～実証実験）

・鎌倉等におけるエリアプライシングの導入支援（2020年導入を目指す鎌倉の支援）

・人中心の新たな道路空間仕様の策定と道路空間のオープン化による賑わい創出（2019年度～）

現況

観光スマートウェイ

既設の路上変圧器を活用した
観光情報提供

ICT技術を活用した
観光地における円
滑な移動の実現や、
人中心の道路空間
の構築による観光
地の魅力向上
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コンパクト・プラス・ネットワーク

取組状況

今後の目標・工程

取組例（新潟県見附市）

拠点 まちなかへ都市機能を集積

○空き商業施設を改修し、市民の
交流拠点として、健康運動教室,
物産コーナー,子育て支援等の
機能を集積

年間利用者数48万人。

交通 バスで拠点を連結

○市役所等の都市機能が集積する見附地区と他の地区を

コミュニティバスで結び、回遊性を向上

運行間隔を25分短縮（45分(H26)→ 31分(H28)→20分(R2)）

コミュニティバスの年間利用者数を約63％増加

（12万人(H27)→20万人(R2)）

○生活利便性の維持・向上（医療・福祉・商業等の生活サービス機能の維持やアクセス確保等）

※（立地適正化計画）平成29年3月31日公表（地域公共交通網形成計画）平成28年3月30日公表

〇立地適正化計画を作成した市町村数：
2020年度末までに300市町村

〇地域公共交通網形成計画の策定件数：
2020年度末までに500件

○ 立地適正化計画は231都市、地域公

共交通網形成計画は500団体が作成・

公表済（2019.3.31現在）

○地域経済の活性化（高齢者等の外出機会、滞在時間の増加等）

○ 人口減少・高齢者の増加
○ 拡散した市街地

○ 都市の生活を支える機能の低下都市を取り巻く状況

課題・背景

○ 地域経済の衰退
○ 厳しい財政状況

生活サービス機能と居住を中心
拠点や生活拠点に誘導し、公共
交通で結ぶ「コンパクト・プラ
ス・ネットワーク」を推進する

効果の例

ネーブルみつけ

0

10,000

20,000

30,000

40,000

2017年度 2018年度

首都圏外郭放水路 施設見学者数※

○河川敷地や高規格堤防整備により生じた川裏法面敷地を民間事業者がさらに活用
できるようにすることで、新たなビジネス展開や民間開発を促進

○河川空間を観光資源として活用し、民間運営によるインフラツーリズムを実施

信濃川でのオープンカフェ等による賑わい創出
（新潟県 新潟市）

民間運営によるインフラツーリズム（首都圏外郭放水路）
（埼玉県 春日部市）

・社会実験（参入可能箇所の提
示）により、自転車大会を実施

・民間事業者による河川空間の活用を促し、地域活性化を促進
・社会実験や好事例の展開等により、更なる取組を促進

取組の概要、今後の取組

・民間運営による見学会を実施し、
見学者数が前年度比約3.5倍に増加

川裏法面敷地を活用した一体的な土地利用

公開空地※1

容積率の
割増し※2

国有地

川裏法面敷地

堤防 盛土
河川

・川裏法面敷地を開発面積に含め公開
空地※１にすることにより、容積率の
割増し※２がされ、民間開発を促進

約3.5倍

※民間運営を行った8月～12月で集計

※１ 日常一般に開放された空地

※２ 特定行政庁による一団地認定及び総合設計制度
に基づく許可が必要

（人）

河川空間活用イノベーション
～未利用空間の活用による生産性向上～
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寄港地観光資源を活用した賑わい空間の創出

ねらい

今後の目標クルーズ船受入環境整備に加え、寄港地観
光資源の活用、上質な観光ツアーの造成を
促進し、満足度向上・消費拡大を図る

・日本各地をカジュアルからラグジュアリーまで幅広
く対応したクルーズデスティネーションに

・訪日クルーズ旅客を2020年に500万人

施策の概要

地域の観光資源の活用や上質な寄
港地観光ツアーの造成を通じて訪
日外国人旅客の満足度向上、地域
への経済効果の最大化を図る

クルーズ船の寄港地観光は、外資系免税店や
無料観光地などの限られた観光ルートが多い
・地域への経済効果が限定的
・上質な寄港地観光を求める観光客の満足度
低下

・クルーズ旅客等の快適性・利便性の向上を図る取
組として、遊歩道の整備やキャッシュレス対応等
の観光資源の魅力増進を支援

・意見交換会を開催してクルーズ船社と寄港地の
マッチングを支援し、船社等の要望を踏まえた上
質な観光プログラムの造成を促進

・既存ストックを活用した受入環境整備、官民連携
による国際クルーズ拠点の形成

新たな景観資源の活用による地域の魅力向上

新たな景観資源（昭和遺産等）

や、新たな手法（ライトアップ等）

を活用して観光コンテンツを作

り出し、賑わいの創出と観光交

流の活性化を図る

新たな景観資源の活用

・昭和遺産の活用により、懐

かしさや賑わいを感じさせ

る”昭和の趣ある街並み”を

リバイバル

・夜景を観光資源として認識

し、眺望拠点施設の整備等

新たな手法による景観創出

・昭和仕様のデザインルールを作成し、

それに基づき街並みの修景を実施

・照明デザインルールを作成し、建造物

を活用したプロジェクションマッピン

グや見せたい対象のライトアップによ

り、夜も楽しめる街を演出

▲昭和の風情が残る豊後高田市の街並み

2020年度以降、新たな景観資源・手法を活用した景観創出の事業を実施し、ガイダンス等を策定

2023年度以降に全国展開

・新たな地域の魅力の創出に

より、観光交流の拡大・

シビックプライドの醸成

・昼も夜も楽しめるまちにリ

ノベーションし、ナイトタ

イムエコノミーを拡大

▲壁面のライトアップ
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日本の魅力の新たな掘り起こし ～海事観光の推進～

船旅やマリンアクティビティ等の海事観光の特性を活かした取組みを重点的に推
進することで、地方誘客・消費拡大等を図り、「観光先進国」を実現

自動搭乗ゲート

フェリーや旅客船による
快適な広域周遊を通じた地方部への送客

取組の例）
○レンタカーや鉄道と連携した広域的な
周遊ルートの創出や商品の造成

○サイクルシップなど、新しい需要に対
応した船内環境の実現 等

マリンアクティビティ等の
体験型コンテンツによる「コト」消費の拡大

取組の例）
○プレジャーボートによる周遊モデル
ルート（マリンチック街道）の普及

○レンタル・チャーターボートの普及

○海のナイトタイムエコノミーの実現
等

スーパーヨット等の
豪華な滞在環境コンテンツによる富裕層の誘致海上輸送の特性による船でしかアクセスできない

離島への誘客
取組の例）
○スーパーヨットの検査基準等の見直し

○豪華チャーターヨットによる周遊
ツアー活性化のための環境整備 等

取組の例）
○需要増に応じた新規観光航路の設定

○アイランドツーリズムプロモーショ
ンの実施 等

（出典）小笠原村HP

令和元年6月に設置した「海事観光推進協議会」等を通じ、海事関係業界や観光業界、経済団体等の様々
な業界の関係者間で連携し、海事観光の推進に向けた取組みの深化を図る。

今後の取組

「居心地が良く歩きたくなるまちなか」
からはじまる都市の再生

コンパクト・プラス・ネットワーク等の都市再
生の取組をさらに進化させ、全国各地で公共空
間等のリノベーションによる「居心地が良く歩
きたくなるまちなか」の創出と都市構造の改変
（通過交通をまちなか外へ誘導するための外周
街路整備等）を支援し、内外の人材・関係人口
等が交流・滞在する都市の構築を図る

○ 2019年夏頃に「まちなかウォーカブル推進
プログラム」を策定
・エリア単位の官民協議会の制度化・標準化
・都市空間の修復・利活用を進める新たな仕
組みの導入・活用促進

・資金調達支援と中間支援体制の構築 等
○関係団体等と政策対話を実施しつつ、
全国各地で取組を展開

施
策
イ
メ
ー
ジ
・

今
後
の
工
程

官民プラットフォームを設置。カフェ
の売上の一部を芝生やmovable 
chairなどの居心地の良い空間運
営やイベント等に充当。
(東京都豊島区)

外周街路の整備など都市構造の
改変と駅前のトランジットモール化、
緑地・広場整備など歩行者空間の
創出。(姫路市)

街路、公園、広場等のまちなかの官民空間・
施設等を一体としてリノベーション

「居心地が良く歩きたくなるまちなか」を形成

多様な人々の出会い・交流によるイノベーション
の創出、人中心の豊かな生活（ハピネス）の実現

新たな価値創造、地域課題の解決

ね

ら

い

Walkable 歩きたくなる

E ye level まちに開かれた１階

D iversity 多様な人の多様な用途・使い方

Open 開かれた空間が心地よい
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多様な機能の導入による住宅団地の再生

居住者の高齢化等により多様
な世代の暮らしの場として課
題が生じている住宅団地につ
いて、生活利便施設や就業の
場等の多様な機能を導入する
ことで、老若男女が安心して
住み、働き、交流できる場と
して再生させる

具体的な取組

・団地再生に必要な用途規制の緩和等の手続きを円滑化。
・既存ストックを活用した高齢者・子育て世帯の生活支援施
設の整備等を支援

○住宅団地再生の取組を実施する市町村数を５年間で倍増（現状21％→５年後に4割）

職住育近接

多世代の交流

住み続けられるまち

若年世帯の流入

事務所
シェアオフィス等

生活利便施設等

小学校跡に多世代交流拠点施設を整備した事例
（春日井市高蔵寺ニュータウン）

高齢者施設や店舗の誘致

【多様な用途・機能の導入例】

住宅をシェアオフィス
等として活用

若者世代の入居と多世代交流の促進

住み替えの促進

下水道リノベーションの推進

下水熱やオープンスペース等の下水
処理場等の有する資源・資産を活用
し、魅力あふれる地域の拠点に再生
する「下水道リノベーション」の取
組を推進

下水道リノベーションのイメージ

下水道資源の活用による地域活性化への取組

下水熱による融雪への活用

お薬を忘れ
ずに！

ニャ～

おむつ・生ごみを
下水処理場へ

下水道処理場

 地域バイオマスを
受け入れて発電
し、エネルギー供
給拠点として地域
に電力を供給

 下水熱や再生
水等を活用
し、農業生産
拠点として雇
用を創出

 持続的な下水道事業の運営に向
けて、施設管理の効率化を図る
とともに、下水道が有する資
源・資産を活かして地域の憩い
や賑わいを創出する取組を推進

 地域活性化への取組に必要な整
備を支援するため、「下水道リ
ノベーション計画」の登録制度
を2018年度に創設し、地方公共
団体を支援

地域活性化への貢献に向けた取組
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地域活性化を支える不動産最適活用

○「地域の守り手」となる不動産業者等で構成する

団体が行う空き家等活用の先進的取組を支援、全

国版空き家・空き地バンクの活用を促進

地域の不動産流通・再生の促進

○放置土地等の発生抑制、境界の明確化等を
図り、適切な土地利用・管理の前提を整える

○併せて不動産の流通・再生を促進し、不動
産最適活用を通じて地域活性化を支える

○放置土地・所有者不明土地の発生抑制、解消を図る
ため、土地の利用・管理に関する責務と役割分担を
明確化、基本的施策を再構築

○境界等の明確化を図るため、新技術を活用した手法
の導入等により、地籍調査を円滑・迅速化

土地の適切な利用・管理の確保

【例】
空きビルのサテラ
イトオフィスとし
ての活用

地域の不動産が流通し、再生され、投資が進む流れ
を促進

○地価と併せ地方への投資判断に資する情報も発信

（2020年に土地基本法等を見直し）

＜新技術活用の例＞リモートセンシングデータの活用

地形等のデータを基に
作成した筆界案のイメージ

尾根
畑跡

林道里道

データの取得イメージ

○不動産特定共同事業によるクラウドファンディン
グ等の活用により地域の不動産の有効活用を図る。

北海道の「生産空間」の維持・発展

ねらい

人口減少が全国よりも先行して進展するなど、
課題先進地である北海道が、今後とも「食」や
「観光」など「強み」を提供できるよう、人々が
長期にわたり住み続けられる環境を整備

施策概要

 産業構造や地理的側面を踏まえ、３つのモデ
ル地域を設定。各地域の課題やニーズに応じ
て、国や地方公共団体、民間事業者等が連携
し、生活機能・集落機能の確保や地域の魅力
向上のための取組等を推進

 北海道が今後とも生産空間としての役割を果
たすことができるよう、モデル地域での取組
を参考にし、生産性を向上させるとともに、
今年度内に道内の他地域への展開を図る

北海道が我が国の農林水産業や観光等
を担い続けられるよう、「生産空間」に
おける環境づくりを推進

※

※「生産空間」とは、北海道型の地域構造において、農林水産や観光等
を担う地域

＜名寄周辺モデル地域における課題解決に向けた取組＞

所得・雇用の確保 農地の大区画化、スマート農業 など

生活機能・
集落機能の確保

共同輸送システム、
ドクターヘリのランデブーポイントの確保 など

地域の魅力向上

安全・安心な
社会基盤の形成

防災訓練、インフラ等の基盤整備 など

サイクルツーリズムやスポーツ合宿の推進 など

産業構造： 稲作その他 地理的特性： 内陸 （分散型）
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 SDGsは、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の
実現のため、 2015年9月の国連サミットで採択された17の国際目標です
（2030年を年限）。

 ⑨イノベーション、⑪都市などの目標に関して、持続可能で強靱な国土と質
の高いインフラの整備に取り組むこととされています。

 国土交通省としても、SDGsの実現に向けて、関連する様々な施策を推進
してまいります。

(出典：外務省HP(SDGsについて) より一部引用、国土交通省作成 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html)

＜コラム＞SDGs（持続可能な開発目標）の実現

普遍性 先進国を含め、全ての国が行動

包摂性

統合性

透明性 定期的にフォローアップ

人間の安全保障の理念を反映し「誰一人取り残さない」

参画型 全てのステークホルダーが役割を

社会・経済・環境に統合的に取り組む


